
地域の特性に応じた地域包括ケアシステムを 
実現するための市町村の取組 

① 地域ケア会議の開催 

② 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業） 

③ 介護保険事業計画と保険者機能 

④ 地方公共団体が条例で定める指定基準 

⑤ 「見える化」の推進 

    ・ 介護予防Ｗｅｂアトラスについて 

    ・ 介護保険総合データベースについて 

⑥ 介護相談員の推進 

（参考）市町村介護予防強化推進事業（予防モデル事業）  
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○地域包括支援センターが開催 
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた 

 ①地域支援ネットワークの構築 
 ②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援 
 ③地域課題の把握 
 などを行う。 

○ 地域包括ケアシステムの構築のためには、①高齢者個人に対する支援の充実と、②それを支える社会
基盤の整備とを同時に進めていく必要がある。 
○地域ケア会議は、それを実現するためのツール。具体的には、 

・多職種の第三者による専門的視点を交えて、ケアマネジメントの質の向上を図り、高齢者の在宅生活
の限界点を引き上げ、 
・また、個別ケースの課題分析等の積み重ねにより、地域課題を把握し、 
・地域に必要な資源開発や地域づくり、さらには介護保険事業計画への反映などの政策形成につなげる、 

○個別ケースを検討する会議は、主に地域包括支援センターが開催。 
 一方、地域づくりや政策形成等につなげる会議は市町村が開催。 

地域づくり・資源開発 

政策形成 
介護保険事業計画等への位置づけなど 

地域課題の把握 

個別の 
ケアマネジメン
ト 

「地域ケア会議」について 

≪主な構成員≫ 
自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、
OT、PT、ST、医師、歯科医師、
薬剤師、看護師、管理栄養士、歯科
衛生士その他必要に応じて参加 
 
※直接サービス提供に当たらない専

門職種も参加 
 

地域包括支援センター（※）レベルでの会議 

市町村レベルの会議 

事例提供 

 支 援 

サービス 
担当者会議 
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討） 

※地域包括支援センターの箇所数：4,224ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,173ヶ所） 
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マクロ 
計画   サービス目標    基盤整備 

ミクロ 
個々のケアマネジメント  予防  介護と医療の連携 

 
地域ケア会議 

 
○ケースカンファレンス、スーパーバイズ 
○地域課題の把握 

 

関係機関等と
の連携 

｢ミクロ｣（個別ケース）と「マクロ」（介護保険事業計画・基盤整備） 
をつなぐ地域ケア会議のイメージ 
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介護保険事業（支援）計画と保険者機能 

 保険者機能の発揮 
（市町村） 

介護保険以外の 
施策との連動 

介護保険事業計画の 
策定・実施・評価 

・給付分析（全国、県内との比
較）、日常生活圏域ニーズ調査
等による課題の把握 

・サービス量と費用の将来推計、 
 保険給付や事業の方針策定、 
 ３年間の保険料水準の設定 

・計画策定委員会等による議論 
 住民、議会への説明 

被保険者の尊厳と自立 
を支援する保険給付と 
地域支援事業の実施 

保険料の徴収、 
保険財政の運営 

○介護保険は、各保険者の給付する介護サービスの量や種類等が、それぞれの保険者の保険料水準に反映される制度。 

○保険者の役割は、介護保険法の目的に沿って、共同連帯の仕組みである介護保険を運営すること。  
どのような保険料水準でどのようなサービス水準を目指していくのか、保険者機能の発揮が求められている。 

○このため、保険者は、給付分析やニーズ調査などにより課題を把握し、住民や関係者の意見を踏まえて、３年ご
との「介護保険事業計画」を策定・実施する。 

○地域包括ケアシステムの構築に向け、平成２４年度からの第５期計画の着実な推進と、平成２７年度からの第６
期計画の策定に向けた準備に取り組む。都道府県においては、保険者支援等を推進。 

・介護給付適正化事業 
 （認定調査点検、ケアプラン点検、

縦覧点検等の主要５事業） 

どのような保険料水準で 
どのようなサービス水準を 

目指していくのか 

・医療、住宅施策、 
 各種の地域施策 
 まちづくり 

都道府県による保険者支援・事業指導 
（介護保険事業支援計画） 

・地域ケア会議 

・地域包括支援センター 

第５期計画（平成２４～２６年度） 
 地域包括ケアシステムの構築に向けて、 
   ①認知症支援策の充実 
   ②医療との連携 
   ③高齢者の居住に係る施策との連携 
   ④生活支援サービスの充実 

 といった重点的に取り組むべき事項を位置づけ
る等 
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介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業） 

介護予防 
サービス等 
（予防給付） 

介護予防・日常生活支援総合事業 

介護保険給付 

二次予防事業対象者 要 支 援 者 

利用者の状態像や意向に応じて、市町村（地域包括支援センター）がサービスの提供内容を判断 

介護予防 

ケアマネジメン
ト 

市町村・地域包括支援センター 
ケアマネジメントを実施 

○ 市町村の選択により、地域支援事業において要支援者・２次予防事業対象者（要介護状態等となるおそれのある高齢者）向
けの介護予防・日常生活支援に資するサービスを総合的に実施できる事業を創設（平成24年４月～） 

○ 同事業の導入により、多様なマンパワーや社会資源の活用等が図られ、地域の創意工夫を活かした取組の推進が期待さ
れる。 

   （例） 
    ・ 要支援と自立を行き来するような高齢者には、総合的で切れ目のないサービスを提供 
    ・ 虚弱・ひきこもりなど介護保険利用につながらない高齢者には、円滑にサービスを導入 
    ・ 自立や社会参加意欲の高い人には、社会参加や活動の場を提供 
○ 平成24年度では、27保険者（市町村等）が実施。（第五期介護保険事業計画期間では約200弱の保険者が実施予定） 
 
 
 
 

生活支援サービス 
○ 栄養改善を目的とした配

食、自立支援を目的とした
定期的な安否確認・緊急時
対応等 

予防サービス 
 ○訪問型 
 ○通所型 

※予防給付と同種のサービスは併給不可 
１６ 


	老健局詳細版2_Part3
	老健局詳細版3_Part1

